




予　算　執　行　状　況
29年度下半期（平成30年3月31日現在）の執行状況です。
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そ　の　他　 　  ６.１％
議会費、労働費、農林水産業費、商工費、消
防費、災害復旧費、諸支出金、予備費です。

は構成比

民  生  費　 　４５.６％
子どもからお年寄り、障がいのある方などの福
祉施策に要する経費で、主な事業としては、
デイサービスやホームヘルプサービスをはじ
めとする各種在宅サービス事業、保育ステー
ション事業、生活保護扶助費などが盛り込ま
れています。

歳　出

予算額

支出済額

４６０億１,８５６万円

４２６億５,３２７万円

１２７億５,７９９万円

１１９億７,６０１万円

公　債　費　 　　７.０％
市債の元金、利子の償還金などです。

８３億３,１０８万円

７２億３,４９５万円

１０７億６,４２８万円

９４億７,３１７万円

７０億７,０８５万円

６７億９,１９３万円

６２億６,９４７万円

５６億９,１１１万円

総　務　費　 　１０.７％
庁舎管理、広報、財産管理、企画、地域振興、
交通安全対策などを含めた一般行政に要する
経費で、主な事業としては、電算関係委託料、
市民会館管理運営委託料などが盛り込まれて
います。

衛  生  費　 　　８.３％
保健衛生、環境衛生、公害対策、ごみ・し尿
処理などに要する経費で、主な事業としては、
斎場運営事業、各検診事業、予防接種事業、
保健所事業、東埼玉資源環境組合負担金、病
院事業会計への負担金などが盛り込まれてい
ます。

教　育　費　 　１２.６％
義務教育施設、図書館、保健体育、学校給食
などに要する経費で、主な事業としては、
小・中学校の校舎等の維持管理経費、就学援
助費などが盛り込まれています。

８５億１２８万円

９７億５,５４９万円
土　木　費　 　 ９.７％

道路改良・維持、河川改修、街路や公園など
の都市基盤の整備に要する経費で、主な事業
としては、道路の新設改良、街路の整備、土
地区画整理会計繰出金、公共下水道会計繰出
金などが盛り込まれています。
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歳出予算の
性質別割合

市民１人
当たりの予算額

平成29年度の歳出予算額と市税予算額を市民1人当たりに換算すると、それぞ

れ次のとおりです。

【平成29年度の市税予算額　465億6,500万円】

（平成30年3月31日現在の人口　341,095人）

●市  民  税　２２９億２,６００万円　　　　●市たばこ税　　２２億４,５００万円

●固定資産税　１８０億８,５００万円　　　　●事 業 所 税　　 ６億７,０００万円

●軽自動車税　　 ３億１,７００万円　　　　●都市計画税　　２３億２,２００万円

歳出予算をその経済的性質を基準として分類するもので、地方公共団体の財政

の体質分析の指標となり、この分類の結果から財政運営の指針を見いだすこと

ができます。平成29年度予算を性質別に分類すると次のとおりです。

● 人件費（職員の給与など）

● 扶助費（各種福祉サービスを提供する経費など）

● 公債費（市債の元利償還金など）

● 物件費（委託料や備品購入費など）

● 補助費等（負担金や補助金など）

● 繰出金（特別会計への繰出金）

● 普通建設事業費（学校や道路、公園などを建設

    する経費）

● その他（維持補修費や貸付金など）

その他
34億8,807万円

（3.4％）

市民1人当たりの歳出予算額　　296,011円

民 生 費

134,914円

教 育 費

37,403円

総 務 費

31,558円

土 木 費

28,601円

衛 生 費

24,425円

公 債 費

20,730円

そ の 他

18,380円

市民1人当たりの市税負担額　　136,516円

市 民 税

67,213円

固定資産税

53,020円

軽自動車税

929円

市たばこ税

6,582円

事業所税

1,964円

都市計画税

6,808円

歳出予算額

1,009億6,772万円

人件費
180億2,675万円

（17.9％）

扶助費
267億5,145万円

（26.5％）

公債費
70億7,086万円

（7.0％）

公債費
70億7,086万円

（7.0％）

物件費
171億3,285万円

（17.0％）

補助費等
77億7,272万円

（7.7％）

繰出金
101億2,913万円

（10.0％）

普通建設事業費
105億9,589万円

（10.5％）
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特定の事業を行う場合に、特定の歳入をもって特定の歳出に充て、一般の歳入

歳出と区分して経理する必要がある場合、一般会計とは別に特別会計を設けて

います。越谷市には、国民健康保険会計をはじめ９会計あり、それぞれの執行

状況は平成30年3月31日現在、次のとおりです。

特別会計

会計別執行状況

会 計 名 事 業 内 容 予 算 額 収 入 済 額 支 出 済 額

国 民 健 康 保 険

被保険者の疾病、負傷、出産、

葬祭に関して必要な保険給付事

業

後 期 高 齢 者 医 療

老人保健制度から移行された新
規事業で、75 歳以上又は65 歳以
上で一定の障がいの認定を受け
た方への医療給付事業（各市町
村で徴収した保険料を埼玉県後
期高齢者医療広域連合に納付し、
広域連合で医療給付を行います。）

34億6,901万円 34億2,568万円 32億7,184万円

介 護 保 険

原則65 歳以上の方への必要な
居宅介護・施設介護サービスな
どの保険給付事業及び自立した
日常生活の継続を支援していく
ための介護予防事業

185億9,201万円 185億440万円 168億9,293万円

母 子 父 子 寡 婦 福 祉

資 金 貸 付 金

ひとり親家庭の経済的な自立を
助け、生活意欲を高めるととも
に、その扶養している子の福祉
を増進するために資金を貸付す
る事業

9,925万円 1億39万円 1,425万円

東 越 谷

土 地 区 画 整 理 事 業

宅地造成を目的とする事業で、

道路、下水道、公園等の公共施

設を整備して良好な住環境をも

つ市街地を形成する事業

3億6,973万円 3億6,977万円 1億4,531万円

七 左 第 一

土 地 区 画 整 理 事 業
2億6,214万円 2億6,592万円 1億1,913万円

西 大 袋

土 地 区 画 整 理 事 業
30億7,469万円 20億2,519万円 18億9,369万円

公 共 下 水 道 事 業

トイレの汚水や生活排水を処理

し、環境の向上を図ることや、

雨水を速やかに排除して浸水を

なくし、生活の安全を守る事業

81億2,015万円 73億7,419万円 60億830万円

公共用地先行取得事業

将来、公共用もしくは公用に供

する用地又はその代替地として

利用する計画に基づいて用地を

取得する事業

3億7,980万円 3億5,998万円 3億7,818万円

412億6,310万円 377億6,689万円 379億9,413万円
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市債は、学校や道路、公園などを整備するために必要な資金を調達する際に発

行するもので、後年度においてその返済義務が発生します。越谷市における未

償還元金は平成30年3月31日現在、次のとおりです。なお、市債の発行にあ

たっては、地方交付税により財政的に措置されるものを優先的に借り入れるよ

う努めています。なお、出納整理期間中にも借り入れを行うため、平成29年度

末現在高ではありません。

一般会計

市債現在高の
　　　　状況

目

的

別

借
入
先
別

特別会計

目

的

別

借
入
先
別

※１　地方税を減税したことで生じた歳入の不足を補うための地方債
※２　国の財源不足等により減少となった地方交付税交付金を補うための地方債　

財　務　省
456億5,960万円

地方公共団体金融機構
133億6,511万円

㈱ゆうちょ銀行・
㈱かんぽ生命保険
24億5,231万円

市 中 銀 行
55億5,714万円

国土交通省
  7,662万円そ　の　他

21億4,295万円

土　木　債
101億543万円

減税補てん債※１

臨時財政対策債※２

430億9,395万円

教　育　債
64億8,825万円

民　生　債
26億7,338万円

そ　の　他
47億9,843万円

692億5,373万円

財　務　省
131億1,404万円

地方公共団体金融機構
127億8,304万円

㈱ゆうちょ銀行・
㈱かんぽ生命保険
69億2,327万円

市 中 銀 行
66億8,353万円

そ　の　他
17億8,306万円

厚生労働省
2億7,289万円

415億5,983万円

 公共下水道
301億6,453万円

流域下水道
36億4,246万円

公 共 用 地
18億7,456万円

土地区画整理
56億539万円

福祉資金貸付
2億7,289万円

総　務　債
20億9,429万円
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一時借入金は、支払いに対して手持ちの現金が不足した場合に、これを補

うために短期間借り入れるもので、当該年度の出納閉鎖日である5月31日

までに返済しなければなりません。平成29年度下半期においては、借り入

れ及び現在高ともにありません。

越谷市の財産には、土地、建物などの公有財産と特定の目的のために設置され

た基金があり、その内容は次のとおりです。

一時借入金の
　　　　状況

財産の状況

公有財産
行政財産…庁舎や学校、保育所などの建物や敷地など

普通財産…行政財産のように直接行政目的のために供されるものではなく、その経済的

　　　　　な運営によって間接的に行政の執行に寄与することを主な目的とするもの

基金
基金は､特定の目的のために積み立て又は運用するために設けられたものです。

各基金の平成30年3月31日現在額や設置内容は次のとおりです。

本　　 庁　 　舎

その他の行政機関

公 共 用 財 産

 消　防　施　設

 そ の 他 の 施 設
（学校給食センター等）

 学　　　　　校

 公　営　住　宅

 公　　　　　園

 そ の 他 の 施 設
   （地区センター等）

　　 小　　　　　　　　 計

普　　　通　　　財　　　産

合　　　　　　　　　　　計

行
　 

政
　 

財
　 

産

（平成30年3月31日現在）

   15,990㎡
   23,822㎡
   74,648㎡
  968,144㎡
   22,226㎡
1,001,595㎡
  367,675㎡
2,474,100㎡
  116,674㎡
2,590,774㎡

 21,187㎡
 11,522㎡
 30,414㎡
322,024㎡
 10,651㎡
  5,398㎡
171,703㎡
572,899㎡
  8,577㎡
581,476㎡

区　　　　　　　　　　　分 土 　地 　面　 積 建 　物 　面 　積

財政調整基金

40億2,663万円
災害復旧等の不時の支出

増や経済事情の変動等の

予期しない収入減などに

備えるための基金　　　

国民健康保険の保
険給付費支払基金

0円
国民健康保険の保険給付

費支払金の不足額に充て

るための基金　　　　　

土地開発基金

25億円
公用又は公共用に必要な土

地をあらかじめ取得し、事

業の円滑な執行を図るため

の基金　　　　　　　　　

越谷しらこばと基金

9億5,982万円
快適で魅力的なふるさと

づくりに活用するための

基金　　　　　　　　　

公共施設等整備基金

23億5,000万円
公共施設等の整備のため

の基金　　　　　　　　

高速鉄道等整備基金

9,732万円
新たな高速鉄道や鉄道関

連施設の整備を推進する

ための基金　　　　　　

介護保険給付費
準備基金

20億8,242万円
介護保険事業に要する費

用の不足額に充てるため

の基金　　　　　　　　

国民健康保険出産
費資金等貸付基金

1,002万円
高額療養費及び出産に要

する費用を貸し付けるた

めの基金　　　　　　　
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会 　 計 　 名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等か
らの繰入金

地方債
現在高

備　考

1 一般会計 97,762 93,002 4,760 4,695 1,604 68,689

2 公共用地先行取得事業費特別会計 786786 ー

ー

120 　2,099

3 都市計画事業西大袋土地区画整理事業費特別会計 2,097 1,957 141 128 636 4,973

4 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計 80 22 57 20 実質赤字額

計 一般会計等（純計） 100,077 95,119 4,958 4,823 75,782 ー

会 　 計 　 名
総収益

（歳入）
総費用

（歳出）
純損益

（形式収支）

資金剰余額
／不足額

（実質収支）

他会計等か
らの繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足比率 備　考

1 国民健康保険特別会計 41,897 39,916 1,981 1,981 3,524 ー    ー ー

2 後期高齢者医療特別会計 3,190 3,144 45 45 550 　ー ー ー

3 介護保険特別会計 17,836 16,753 1,083 2,394 ー ー ー

4 病院事業会計 10,572 10,707 ▲135 1,381 1,100 3,066 2,121 ー 法適用企業

5 公共下水道事業費特別会計 8,032 7,435 597 597 2,435 36,658 21,115 ー 法非適用企業

6
都市計画事業東越谷土地
区画整理事業費特別会計

444 305 139 135 200 313 ー 法非適(宅造)

7
都市計画事業七左第一
土地区画整理事業費特別会計

412 339 73 72 180 601 565 ー 法非適(宅造)
連結実質

赤字額

計 公営企業会計等 5,294 40,638 24,114 ー

　この表は、総務省からの通知に基づき、平成28年度における各地方公共団体の一般会計や

公営企業会計などの財政状況、関係する一部事務組合などの財政状況、第3セクターなどの経

営状況等について、全国統一の様式により公表しているものです。

※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

一般会計等の財政状況（単位：百万円）
平成28年度

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

1,083

313

ー
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地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）

関係する一部事務組合等の財政状況（単位：百万円）

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
／不足額

（実質収支）

他会計等か
らの繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備　考

1 東埼玉資源環境組合 7,024 6,629 395 395 ー     9,966 2,754 東埼玉資源環境組合会計

2 越谷・松伏水道企業団 7,491 6,196 1,295 8,402 6 14,376 14 越谷・松伏水道企業団水道事業会計

3 埼玉県都市競艇組合 62,992 59,463 3,529 3,529 ー ー ー モーターボート競走事業会計

4 埼玉県後期高齢者医療広域連合 1,551 1,512 38 38 ー ー ー 一般会計

5 埼玉県後期高齢者医療広域連合 653,677 638,723 14,954 14,954 3,939 ー ー 特別会計

6 埼玉県市町村総合事務組合 28,888 27,514 1,374 1,374 22 ー ー 一般会計

7 埼玉県市町村総合事務組合 366 149 218 218 ー ー ー 交通災害特別会計

8 彩の国さいたま人づくり広域連合 437 412 25 25 90 ー ー

計 一部事務組合等 28,935 24,342 2,768

地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体か
らの貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

備　　考

1 越谷市施設管理公社 13 266 39 ー ー     ー ー ー

2 越谷コミュニティプラザ 72 3,553 41 ー 　ー ー ー ー

3 ○ 越谷市土地開発公社 14 1,144 5 7 ー 10,869 ー 6,316

4 ○ 埼玉県東部流通センター 9 185 159 ー ー ー 17 2

5 パルテきたこし 35 302 10 ー 172 ー ー ー

計 地方公社・第三セクター等 　 　 254 7 172 10,869 17 6,318

※地方公共団体が①25％以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。
※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。
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　 　４つの財務書類からみた越谷市の財政
　　　　　　　　　　　　

負債
51万5千円

64.2％

74.2％

63.5％

平成２８年度

Ｈ２８ １４３万９千円 ５１万５千円 (３５.８％)

Ｈ２８＝７４.２％となります。

約７割 。７割

Ｈ２８＝６４.２％となります。

約６割






